岩手県における民間企業資本ストックの計測

野崎　道哉（岩手県立大学総合政策学部）

要旨
本稿は、地域特性、産業構造を反映した地域マクロ経済モデルを構築するための準備作業として、岩手県を事例として、都道府県レベルの民間企業資本ストックの推計を行うことを目的とする。
　第1節において、本稿の背景およびわが国における民間企業資本ストックの推計法に関する先行研究のサーベイを行う。第2節において、本稿において採用する民間企業資本ストックの推計法であるベンチマーク・イヤー法について説明する。第3節において、岩手県の民間企業資本ストック推計の作業に関するフロー・チャートを示し、第4節において、作業手順に従って、岩手県における民間企業資本ストックのベンチマークデータを作成し、産業別設備除却率、産業別新規設備投資額等を推計し、岩手県における民間企業実質資本ストックデータを推計する。第5節において、若干の結論および今後の課題について述べる。
キーワード：岩手県、地域マクロ経済モデル、民間企業資本ストック。
1．はじめに
1.1　背景
岩手県経済も現実の地域社会経済状況の下で、複雑な意思決定を常に要求されている。野崎・堀篭・高嶋(2001)において、岩手県経済の地域的特色を反映したマクロ計量経済モデルの構築を意図し、基礎的調査研究の出発点として、県立大学版マクロ経済モデル構築を試みた。
  　その際に、分析手法として岩手県経済の地域的特色を反映したマクロ計量経済モデルを構築するという点について、 将来に向けて多くの課題が残された。岩手県経済モデルの開発に関する基礎的研究を通じて、今後の課題として次のような点があげられた。
(産業別総生産の推計)
  　県立大学版岩手県モデルの開発において、地域特性を反映した経済モデルの構築を重要な課題の一つにあげていることから考えて、修正・改良の上、産業構造等を反映したモデルの構築が必要とされる。産業別生産関数の推計にあたって、資本ストック、労働雇用、物価水準等の推計作業を行う必要がある。
(分配ブロックの推計)
  　岩手県経済における家計と企業の所得分配の構造を明らかにし、賃金・価格等のデフレーター、マクロ経済モデルの精緻化という観点から、分配ブロックの推計が求められる。
　　以上の課題をふまえ、68SNAから93SNAへの移行に伴うデータ制約の関係から、野崎(2003)において、スケルトン・タイプ(骨格型)の需要主導型地域マクロ経済モデルを定式化した。野崎(2003)におけるモデルの特徴について、表1のようにまとめている。

　　上述した野崎(2003)における今後の課題として、次のような点があげられた。

(資本・労働ブロックと生産関数の推計)

　　93SNA 移行におけるデータ制約等の理由から、需要主導型モデルを採用した。民間企業設備投資関数の推計の精度を上げるためには、民間企業資本ストックの推計が必要であると考えられる。また、県経済の中長期的分析のために、本稿におけるモデルの代替案として需給調整型モデルの採用が考えられるが、民間企業資本ストック、労働投入量を説明変数とする産業別生産関数の推計が必要である。
したがって、本稿では、野崎(2003)における課題をふまえ、地域特性、産業構造を反映した地域マクロ経済モデルを構築するための準備作業として、岩手県を事例として、都道府県レベルの民間企業資本ストックの推計を行うことを目的とする。

表1　モデルの基本的特徴
	
	県立大学版岩手県モデルVer.2.1

	作成年(更新年)
	    2002年12月

	作成主体
	野崎道哉(岩手県立大学)

	目的
	岩手県経済の地域的特色を反映した経済モデルを構築し,政策研究を行うため.

	ブロックの有無
	支出・生産・分配・就業者の4ブロック.生産関数は定義されていない.需要主導型モデル.

	地域特性との関係
	全国のマクロ経済変数から比較的独立している.



	方程式数,変数の数
	方程式19, 変数30(うち内生変数19, 外生変数11)

	推定期間
	1990年～1999年

	予測期間
	2000年～2010年


引用：野崎(2003),表2.
1.2　先行研究
　　民間企業資本ストックの計測について、計量経済モデルにおける生産関数の推計におけるパラメーターの推計、国民経済計算の基礎となる国富あるいは国民貸借対照表の作成にとって必要な経済統計として認識されており、各国国民経済計算作成当局や内外の研究者により膨大な研究の蓄積がなされてきている。
　　国際的な資本ストック推計法の比較研究については、経済企画庁の柳沼・野中(1996)、そしてわが国の民間企業資本ストック推計の検討について、山下(1992)の研究が蓄積されている。増田(2000)では、民間企業資本ストックのより正確な推計の試みの一つとして、税法上の減価償却率の代わりに、中古品の市場価格の低下パターンを利用して資本ストックの減耗分を推計した「市場評価資本ストック」の推計結果が紹介されている。柳沼・野中(1996),山下(1992)らの業績をふまえて、土居(1999)では、静岡県を例にして、都道府県レベルの民間企業資本ストックデータの推計を行っている。
　
　1.3　日本のストック統計の推計法
　　日本のストック統計として、次の２種類が公表されている。１つは、国民経済計算における「国民貸借対照表」である。これは、時価で評価された純資産額を推計しており、財産価値を把握するのに適し、主に財務分析の観点から利用されている。もう１つは、「民間企業資本ストック」である。これは不変価格で評価された粗資産額を推計しており、生産能力の指標として適していることから、主として生産関数などの分析に用いられている (山下(1992),1頁)。

「民間企業資本ストック」は、民間企業が所有している生産設備を産業別に把握し、不変価格(現在1995暦年価格基準)で評価し、粗資産額の新規設備投資およびストック額を、1970年以来、推計、公表している。資本ストックの推計法としては、次の３つが代表的である。
　(1)　直接法
　　資本ストックを直接計測する方法である。基本的には、現存するすべての資本財を調査票あるいは訪問などにより直接調査する方法である。したがって、調査コストが非常に高いことがこの方法の短所である。この方法は、日本、韓国、オランダなどで実施されている。
(2)　恒久棚卸法(パーペチュアル・インベントリー法：PI法) 
　この方法では、投資された資本は耐用年数中資本ストックとして存在するものとされ、耐用年数内の毎年の投資額の合計が粗資本ストックとされる。また、耐用年数内の資本減耗類型額控除後の投資額の合計が純資本ストックである。この方法は先進諸国で利用されている。
(3)　ベンチマーク・イヤー法(BY法)
　BY法は、まず最初に基準年の資本ストックを確定し、投資It,　除却Rtの系列を加減することにより、前後年の資本ストックKtを順次推計する方法である。
　この方法は日本の民間企業資本ストックの推計で用いられており、基準年の係数確定のため、大掛かりな調査が必要であることが難点である。日本では、1955年および1970年実施の2回の国富調査結果を利用して行われている。

2．本稿における「民間企業資本ストック」の推計法：BY法の説明
　日本の資本ストック推計は、内閣府経済社会総合研究所で行われている。推計は、「民間企業資本ストック」および国民経済計算推計における「国民貸借対照表」がある。前者は粗資本ストックであり、後者は純資本ストックである。両者ともに、国富調査を基準とした「ベンチマーク・イヤー法(BY法)」により推計されている。
本稿では、地域計量経済モデルにおける変数として生産能力の推計を行う目的で民間企業資本ストックを推計することから、ストック統計として、内閣府『民間企業資本ストック年報』を利用し、推計方法として、ベンチマーク・イヤー法(BY法)を用い、つぎのようなデータを推計した。

①対象：岩手県の家計を除く民間部門(民間企業・民間非営利団体)の資本ストック量。
②期間：1990(平成2)年度～2001(平成13)年度の12年間。当該期間を選択したのは、68SNAから93SNAへの移行に伴い、1990年度以前の県民経済計算データの93SNAへの遡及改定作業が完了していないため、1990～2001年度の期間で推計作業を行うことが妥当であると判断したからである。
③産業：産業は、農林水産業、鉱業、建設業、製造業、卸売・小売業、金融･保険業、不動産業、運輸・通信業、電気・ガス・水道、サービス業・民間非営利団体を包括する。
④系列：資本ストック、新設投資額、除去率、除却の4系列。
⑤価格評価：資本ストック、新設投資額、除去額いずれも1995(平成7)暦年の不変価格表示で実質化している。
　内閣府の「民間企業資本ストック」の推計方法は、1955年及び1970年実施の国富調査結果をベンチマークとする、「２点ベンチマーク・イヤー法」により行われている。つまり、1955年国富調査の結果をもとに、年々の投資額及び除却額を加減することにより、各期末の粗資本ストックが推計される。

推計の基本式は、
　　Kt＝Kt-1－Rt＋It＋St　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(1)
で表され、さらに、次式のように展開される。

　　Kt＝Kt-1・(1－rt)＋It・(１+st)　　　　　　　　　　　　　　　　(2)
K：粗資本ストック,　R：除却額,　I：新設投資額,　S：中古品取得額,　r：除却率,　s：中古品取得率,　t：年度
　本来のBY法の推計式は、(1)式および(2)式のように展開されるが、St資料が入手困難なので、本稿では次の推計法を用いた。さらに上の②推計期間において説明したように、93SNAへの移行に伴い、1990年度以前の県民経済計算データの93SNAへの遡及改定作業が完了していないため、1990～2001年度の期間で推計作業を行うこととする。
　Kt＝Kt-1×(１－rt)＋It　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(3)
Kt：ｔ年度の岩手県民間企業資本ストック額

Kt-1：前年度の岩手県民間企業資本ストック額

ｒt：ｔ年度の除却率

It：ｔ年度の新設投資額により推計する。

　すなわち、現存する資本ストックには、中古品として取得されたストックは存在しないと仮定している。

3　推計の流れ

図1　推計のフロー・チャート
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4．岩手県の民間企業資本ストックの推計
　第4節では、岩手県の民間企業資本ストックデータの推計過程と推計に利用した統計資料を作業手順に従って提示し、岩手県の民間企業資本ストックを推計する。
　4.1　ベンチマーク・データ(平成2年度,岩手県民間企業資本ストック)の推計
　BY法による推計で、ストックの起点となる統計として、内閣府経済社会総合研究所『民間企業資本ストック年報』(平成15年版,平成7暦年基準)を利用し、期末における有形固定資産額から東北6県の民間企業の有形固定資産額を推計する。その際に、経済産業省「平成2年産業連関表」産業大分類別産出額と、東北経済産業局「平成2年地域間産業連関表」産業大分類別産出額（ともに平成７暦年基準）を用いて、全国に占める東北6県の産出額の比率を計算し、東北地域間産業連関表の産業別産出額の構成比を計算して、東北6県における産業大分類別有形固定資産額を按分する。その際、国と東北6県の産出量に対する資本ストックの比率である資本係数を同一と仮定している(表1、表2、表3)。
表1　平成2年度　民間企業資本ストック(全国,全企業,進捗ベース,単位百万円)
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表2　東北6県の産業別産出額構成比(「平成2年地域間産業連関表」産業大分類別産出額)
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表3　東北6県の産業大分類別有形固定資産額(全産業,単位百万円)
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　次に、東北経済産業局「平成2年地域間産業連関表」産業大分類別産出額と、岩手県「平成2年産業連関表」産業大分類別産出額(平成2暦年価格基準) を用いて、東北6県産出額に占める岩手県の産出額の比率を計算する(表4)。東北6県の産業大分類別有形固定資産額にこの比率を掛けることにより、平成2年度における岩手県の産業大分類別・民間企業有形固定資産額(平成２暦年基準)を計算することができる(表5)。この際、東北地域と岩手県において、産出量に対する資本ストックの比率である資本係数を同一と仮定している。
　平成2年度における岩手県の産業大分類別・民間企業有形固定資産額(平成２暦年基準)を平成7暦年価格基準で評価替えするために、平成7暦年価格表示された岩手県県民経済計算の県内総生産デフレーターを用いて、平成7暦年価格基準でインフレートすることにより、平成7暦年価格基準の平成2年度における岩手県の産業大分類別有形固定資産額を計測することができる(表6)。

表4　東北6県の産業大分類別産出額に占める岩手県の比率
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表5　岩手県産業大分類別・民間企業有形固定資産額(平成2年度,平成2暦年価格基準,単位百万円)
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表6　岩手県産業大分類別・民間企業有形固定資産額(平成2年度,平成2暦年価格基準,単位百万円)
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　以上で、(2)式における岩手県の民間企業資本ストック額の初期値Ktが求められる。

　4.2　産業分類別除却率rtの推計
　除却率は、都道府県ベースのデータが存在しないため、内閣府経済社会総合研究所『民間企業資本ストック年報』で推計されている全国ベースでの除却率を用いた。推計結果はつぎのようになる。
表7　産業分類別　年度別除却率(資本ストック額=1)
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4.3　民間企業設備投資額It　の推計
岩手県の民間企業設備投資額について、岩手県調査統計課『岩手県県民経済計算年報』(平成13年度版)における民間企業設備固定資本形成(平成7暦年価格表示)、県内総生産産業別構成比を用いた。なお、サービス業と民間非営利対家計サービスはサービス業として推計している。
各年度における民間企業設備固定資本形成に各年度の県内総生産産業別構成比を掛けることにより、年度別の産業別民間企業設備投資データを推計することができる。
表8　岩手県の民間企業設備投資(平成13年度岩手県県民経済計算年報 (平成7暦年価格)) 
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表9　県内総生産における総生産ベースの産業構成比(平成2年度～平成13年度,全産業＝1)
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表10　岩手県の産業別民間企業新規設備投資(実質,平成7暦年価格)
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　4.4　資本ストックデータの推計
　以上で、(2)式に必要なデータを求めることができたので、岩手県における産業別民間企業資本ストックデータ（Kt）を計算する。結果は以下のようになる（表11）。なお、時系列データをグラフにすると図2のようになる。
表11　岩手県の産業別民間企業実質資本ストック額(百万円,平成7暦年価格基準)
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図2　岩手県の産業別民間企業実質資本ストックの推移(百万円,平成7暦年価格基準)
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5　まとめ
　本稿において、第2節において、採用する民間企業資本ストックの推計法であるベンチマーク・イヤー法について説明し、第3節において、岩手県の民間企業資本ストック推計の作業に関するフロー・チャートを示し、第4節において、作業手順に従って、岩手県における民間企業資本ストックのベンチマークデータを作成し、産業別設備除却率、産業別新規設備投資額等を推計し、平成2年度～平成13年度における岩手県における民間企業実質資本ストックデータの推計を行なった。しかし、ベンチマークの設定、データ推計の過程における按分の多さなど、時系列データの推計に関して、未だ多くの課題が残されている。
　今後の課題として、次のような諸点をあげることができる。
(1)資本・労働ブロックと生産関数の推計

　民間企業設備投資関数の推計の精度を上げるためには、民間企業資本ストックの推計が必要であると考えられる。また、岩手県経済の中長期的分析のために、民間企業資本ストック、労働投入量を説明変数とする産業別潜在生産力の推計が必要である。
(2)需給調整型モデルによる岩手県・北東北経済圏の地域経済政策分析
　野崎(2003)において展開した需要主導型の地域マクロ経済モデルを改定し、生産関数を考慮した需給調整型モデルを構築し、岩手県を含む北東北経済圏連携に関する地域経済政策の分析を行う方向に展開する必要がある。具体的には、少子高齢化の進展、経済のサービス化の影響と地域雇用の問題、地域マクロ経済の循環・成長と地方財政の関連性について、政策変数の設定を行なうことにより中長期的シミュレーション分析を行なう方向性が考えられる。
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